
令和３年度当初予算（案）の概要 

 

１ 一般会計当初予算（案）の概要 

 

⑴ 予算規模 

令和３年度 
令和２年度 増減率 

６月補正〔肉付〕後 当初〔骨格予算〕 ６月補正後 当初予算 

1,044億2,000万円 1,013億1,711万円 994億5,000万円 3.1％ 5.0％ 

※令和２年度６月補正〔肉付〕後予算額は、新型コロナウイルス感染症対策関連予算を除いた額。 

 

⑵ 歳  入 

※増減は前年度６月補正〔肉付〕後との比較 

① 市 税 
新型コロナウイルス感染症の影響により、個人市民税及び法人市民税で大幅な減収を見込み、前年

度に比べ、４．０％減の３９４億２，７７７万６千円を計上した。 
 
② 地方消費税交付金 

前年度の交付見込み及び県税収入の動向を勘案し、前年度に比べ、７．２％減の５５億２，１００

万円を計上した。 
 
③ 地方特例交付金 

令和３年度から令和６年度までを期間とする、新型コロナウイルス感染症対策地方税減収補填特別

交付金が創設されたことに伴い、前年度に比べ、１６４．５％増の４億５，５００万円を計上した。 
 
④ 地方交付税 

国の交付総額及び過去の交付状況等を勘案し、前年度に比べ、５．７％増の９５億７，８００万円

を計上した。 
 
⑤ 国庫支出金 

新型コロナウイルスワクチン接種事業や矢三西住宅建替事業に伴い、前年度に比べ、９．５％増の

２２２億９，６２６万４千円を計上した。 
 
⑥  県支出金 

障害者総合支援費県負担金の増等に伴い、前年度に比べ、１５．６％増の８８億２，０３３万９千

円を計上した。 
 

⑦  繰入金 
財政調整基金等の繰入金を抑制したこと等により、繰入金総額では、前年度に比べ、４０．５％減

の７億８，１２８万４千円を計上した。 
 
⑧ 市 債 

地方財政対策に伴う臨時財政対策債が増加したこと等により、前年度に比べ、１６．５％増の１１

４億７９０万円を計上した。 



⑶ 歳  出                          

※増減は前年度６月補正〔肉付〕後との比較 

① 義務的経費 
人件費、扶助費、公債費を含めた義務的経費は、前年度に比べ、２．２％増の６２４億８，２６４

万７千円となっている。 
その主な要因は、扶助費が障害者福祉にかかる介護給付費・訓練等給付費や認定こども園等の運営

に要する経費の増などにより、１１億２，６５６万７千円増加（３．６％増）したことによるもので

ある。 
・人件費  ２１２億４，４６９万７千円  前年度比  １．０ ％増 
・扶助費  ３２４億６，２５９万４千円   前年度比  ３．６ ％増 
・公債費   ８７億７，５３５万６千円  前年度比   ０．３ ％増 

 
② 投資的経費 

普通建設事業費の総額は８５億２，６２２万９千円で、前年度に比べ、３億９，６８７万円、４．

４％の減となっており、その主な要因は、矢三西住宅建替事業などの事業費が増加したものの、教

育・保育施設等整備費補助事業の事業費が減少したことによるものである。 
 

③ 物件費 
物件費の総額は１２１億２，９６９万３千円で、前年度に比べ、１３億３，２０８万４千円、１２．

３％の増となっており、その主な要因は、新型コロナウイルスワクチン接種事業の実施により、事業

費が増加したことによるものである。 
 

④ 貸付金 
貸付金の総額は１８億６２４万１千円で、前年度に比べ、９億８，４９５万３千円、１１９．９％

の増となっており、その主な要因は、徳島都市開発株式会社貸付金による事業費の増加によるもので

ある。 
 

⑤ 特別・企業会計に対する繰出金等 
繰出金等の総額は１２２億６，５７８万５千円で、前年度に比べ、３億５，００３万３千円、２．

８％の減となっており、その主な要因は、水道事業会計が実施する建設改良事業への出資金や公共下

水道事業会計に対する負担金が減少したことによるものである。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

２ 特別・企業会計予算（案）の概要                          

※前年度は当初予算数値 

会 計 別 令和３年度 令和２年度 増 減 額 増 減 率 

特別会計 561億2,171万3千円 578億1,227万8千円 △16億9,056万5千円 △2.9％ 

企業会計 315億6,050万2千円 329億1,858万4千円 △13億5,808万2千円 △4.1％ 

合  計 876億8,221万5千円 907億3,086万2千円 △30億4,864万7千円 △3.4％ 

（注）職員給与等支払特別会計は除く。 
 

特別会計では、国民健康保険事業特別会計や介護保険事業特別会計が減少したことなどにより、前年

度に比べ２．９％減の５６１億２，１７１万３千円となった。 
企業会計では、建設改良事業費の減などにより水道事業会計が減少したことなどにより、前年度に比

べ４．１％減の３１５億６，０５０万２千円となった。 


